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トロンフォーラム会員規則 (Ver.3.0) 

2017年 1月 23日改定 

2015年 4月 1日改定 

2008年 9月 17日改定 

 2005年 2月 21日制定 

 

本会員規則は、トロンフォーラム（以下、本フォーラムという）の会員に関する権利義務その他会

員の地位について具体的に定めたものである。なお、本会員規則で用いる用語は本会員規則にて特段

の定義がない限り、定款、ＩＰＲポリシーおよびその他の規則の定義に従うものとする。また本会員

規則は準会員にも適用されるものとし、各条文に定める会員には準会員も含まれるものとする。 

 

 

第 1章 総則 

 

第１条 目的 

本会員規則は、本フォーラムの会員の地位・権利義務に関する詳細を定め、もって本フォーラムの

目的遂行にとって適正な運営を実現することを目的とする。 

 

第２章 入退会 

 

第２条 入会 

１．本フォーラムに入会を希望する法人および個人は、所定の入会申込書に記入の上事務局まで提出

し、幹事会の承認を受けなければならない。 

２．本フォーラムの入会時期は、幹事会の承認を受けたときとする。 

３．信義誠実に反すると認められる特別の事情があるときは、幹事会は入会の承認を拒否することが

できる。 

 

第３条 退会 

１．本フォーラムから退会する会員は、事務局に通知をしなければならない。 

２．本フォーラムの退会時期は、事務局へ退会する旨を通知し、事務局が承諾の通知を発したときと

する。ただし、当該会員が会費の未納など本フォーラムに債務を負う場合、当該債務は退会後も

存続する。 

３．会員が次の各号の一に該当するときは、退会したものとみなす。 

（1）法人の解散 

（2）支払いの停止があったとき、又は仮差押、差押、競売、破産手続開始、民事再生手続開始、会

社更生手続開始、特別清算開始の申立があったとき 

(3）適法な請求書に記載された日付までに会費を納付しない場合において、支払催促をなすも、事

務局が指定した日までにその納付をしないとき 

（4）個人会員が死亡したとき、または利害関係人により失踪宣告の申立てが行われたとき 

（5）個人会員が事理弁識能力に欠ける常況にあると事務局が判断したとき 

４．前項の退会時期は、各号の退会事由が発生したときとする。 

 

第４条 除名 

１．会員が次の各号の一に該当するときは、幹事会の決議をもって、これを除名することができる。

この場合、決議の前に、当該会員(ただし個人会員を除く)に弁明の機会を与えなければならない。 

（1）本フォーラムの定款または規則に違反したとき。 
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（2）本フォーラムの名誉を毀損し、または本フォーラムの目的に反する行為をしたとき。 

(3) 特許等を保有する法人が自ら本フォーラムに入会せず、その関連会社やグループ会社を入会さ

せ、情報収集させることにより本フォーラム標準のＩＰＲ問題で不当に有利な立場に立とうし

ているという事情が認められるとき。 

 

２．会員が暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなったときから 5年を経過しない者、暴力団準構成員、

暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、政治運動標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等、そ

の他これらに準ずるものに該当することが判明した場合には、何らの催告を要せず、幹事会の決

議をもって、これを除名することができる。 

３．会員が、自らまたは第三者を利用して暴力的な要求行為や業務妨害行為を本フォーラムおよび本

フォーラムの他の会員またはそのいずれかにした場合は、何らの催告を要せず、幹事会の決議を

もって、これを除名することができる。 

４．前 3項の除名時期は、幹事会の決議のときとする。 

 

 

第３章 新規の発明、著作物 

 

第５条 新規の発明、考案、意匠 

１．本フォーラムで新たに生み出された発明、考案、意匠（以下、新規発明等という）の産業財産権

は、新規発明等に関与した会員が保有する。 

２．新規発明等がワーキンググループ案の内容の全部又は一部に含まれる場合、別途定めるＩＰＲポ

リシーに従って処理するものとする。 

３．新規発明等かどうかについては、本フォーラムのワーキンググループの議事録などの文書に基づ

いてＩＰＲ委員会が判断する。 

 

第６条 新規の仕様書等の著作権 

１．本フォーラムで新たに作成された仕様書の著作権は、本フォーラムに帰属するものとする。 

２．本フォーラムで作成されたその他のドキュメントの著作権は、当該ドキュメントを作成した会員

が保有する。ただし、当該会員は本フォーラムに対し、本フォーラムの活動のために当該ドキュ

メントを利用する非独占的な権利を無償で許諾するものとする。 

３．本フォーラムで新たに作成された仕様書その他のドキュメントかどうかについては、本フォーラ

ムのワーキンググループの議事録などの文書に基づいてＩＰＲ委員会が判断する。 

 

第７条 新規のプログラムの著作権 

１．本フォーラムで新たに作成されたプログラムの著作権は、当該プログラムを作成した会員が保有

する。ただし、当該会員は本フォーラムに対し、本フォーラムの活動のために当該プログラムを

利用する非独占的な権利を無償で許諾するものとする。 

２．本フォーラムで新たに作成されたプログラムかどうかについては、本フォーラムのワーキンググ

ループの議事録などの文書に基づいてＩＰＲ委員会が判断する。 

 

第４章 情報等の扱い 

 

第８条 原則 

 会員が本フォーラムの活動において開示した情報は、当該会員が本章に定める特別な扱いをしない

限り、他の会員が自由にこれを使用することができる。但し、開示した会員等の産業財産権その他の

権利を侵害してはならない。 
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第９条 配布限定資料及び機密情報 

1．下記(1)または(2)号に定める条件を満たす情報を本配布限定資料という。 

(1) 機密情報か否かを問わず、ワーキンググループ、部会、標準化委員会など特定の機関において

討議・検討を目的として配布され、資料に「配布限定資料」と明示され、配布機関を指定した

もの（以下、配布する者を配布者、受領する者を受領者という）。 

(2) 機密情報か否かを問わず、ワーキンググループ、部会、標準化委員会など特定の機関において

討議・検討を目的として配布され、配布後速やかに、配布者が「配布限定資料」と明示した文

書により配布限定資料の範囲、配布目的及び配布範囲を詳記して配布先に交付したもの。 

２．本配布限定資料のうち以下の情報についてはこれを除外するものとする。 

 (1) 受領者が第三者から守秘義務を負うことなく正当に入手した情報 

 (2) 受領者が現にまたは将来において本機密保持義務に反することなく正当に入手した情報 

 (3) 配布者が書面により公表または開示を承諾した情報 

 (4) 受領者が独自に開発した技術その他の情報 

 (5) 受領者への配布前において受領者が既に保有しており、それが証明された情報 

  (6) 配布の時点で公知である情報または配布後に受領者の責によらず公知となった情報 

 (7) 法令等の定めにより開示が要求される情報(但し、受領者は事前に配布者に当該要請の事実を

通知するものとする) 

 (8) アイディア、概念、ノウハウまたは技術を含む、本配布限定資料に接触した者の記憶に残存す

る無形の情報。但し、第 10条に定める義務を回避することを目的に記憶したものは除く。 

３．下記(1)または(2)号に定める条件を満たす情報を本機密情報という。 

(1) 機密情報が書面により開示される場合は、機密情報に「機密」と明示し、機密の範囲、開示目

的及び開示範囲を指定して会員に開示されるもの（以下、開示する者を開示者、受領する者を

受領者という）。 

(2) 機密情報が口頭など書面以外の方法により開示される場合は、 

(a) 本フォーラムにおいて開示者が、開示時点で機密である旨明確に示したもので、かつ 

(b) 開示後速やかに、開示者が「機密」と明示した文書により機密の範囲、開示目的及び開示

範囲を詳記して受領者に交付したもの。 

４．本機密情報のうち以下の情報についてはこれを除外するものとする。 

 (1) 受領者が第三者から守秘義務を負うことなく正当に入手した情報 

 (2) 受領者が現にまたは将来において本機密保持義務に反することなく正当に入手した情報 

 (3) 開示者が書面により公表または開示を承諾した情報 

 (4) 受領者が独自に開発した技術その他の情報 

 (5) 受領者への公表または開示前において受領者が既に保有しており、それが証明された情報 

  (6) 受領の時点で公知である情報または受領後に受領者の責によらず公知となった情報 

 (7) 法令等の定めにより開示が要求される情報(但し、受領者は事前に開示者に当該要請の事実を

通知するものとする) 

 (8) アイディア、概念、ノウハウまたは技術を含む、本機密情報に接触した者の記憶に残存する無

形の情報。但し、第 11条に定める機密保持義務を回避することを目的に記憶したものは除く。 

 

第 10条 本配布限定資料の扱い 

１．受領者は、ワーキンググループ、部会、標準化委員会など特定の機関において配布された本配布

限定資料について、指定された配布機関かつ配布目的以外には使用しない。 

２．第１項の義務は、本配布限定資料の配布の日から満１年間存続する。 

３．受領者は、次の場合、本配布限定資料を、その目的にとって必要な範囲で使用することができる。 

(1) 本フォーラムの活動状況を、社内で報告する場合。 
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(2) 会員の株主に対し、本フォーラムの活動状況を報告する必要がある場合。 

(3) 本フォーラムの活動の一環として、当該機関以外の場で意見収集・情報収集が必要な場合。 

(4) 法律上、開示・提出などの義務を負う場合。 

(5) 配布限定資料の作成者から許諾を得た場合。 

 

第 11条 本機密情報の扱い 

１．受領者は、ワーキンググループにおいて開示された本機密情報について、機密保持の義務を負う

ものとし、指定された開示目的および開示範囲以外には使用しない。但し、本機密情報の開示を

欲しない会員は、予め申し出ることができ、当該本機密情報が開示・討議されている間、その場

から退席する。 

２．受領者は、本フォーラムの目的遂行上必要最小限の範囲の従業員にのみ、本条と同等の機密保持

義務を課したうえで本機密情報を開示できるものとする。 

３．第１項の機密保持の義務は、本機密情報の開示の日から満２年間存続する。 

４．ワーキンググループまたは部会において、本章に定める義務より重い機密保持義務を条件に機密

の開示を希望する場合、当該会員間において、別に協議し、その取扱いについて書面により取り

決めることができる。 

 

第 12条 制定前の本フォーラム標準案 

１．会員は、制定前の本フォーラム標準案（ワーキンググループ案および本フォーラム標準の最終原

案）を会員以外の第三者に開示・公開してはならない。 

２．ワーキンググループ参加の会員は、当該ワーキンググループで作成中および決定したワーキング

グループ案を、ワーキンググループ非参加の会員および会員以外の第三者に開示・公開してはな

らない。 

 

第 13条 退会後の効力 

本章の規定は、本フォーラムを退会した会員及び本フォーラムから除名された会員に対しても有効

に存続する。 

 

第５章 その他 

 

第 14条 商標、意匠 

本フォーラムは、会員が保有する商標、意匠を利用することはしない。ただし、やむを得ない事情

によりその利用が必要となった場合、会員は本フォーラムとの協議に応じるものとする。 

 

 

 

附則 

１．本規則は、2005 年 4 月 1 日から施行する。 

２．2008 年 9 月 17 日改定は即日施行する。 

３．2015 年 4 月 1 日改定は即日施行する。 

４．2017 年 1 月 23 日改定は即日施行する。 


